














































































所は勾留の裁判において重要な点であるから、法429条 1 項 2 号の「勾留に関
する裁判」として、準抗告することができる（報告書20頁参照）。





























れている。岩瀬徹 ・ 増補令状基本問題（下）149頁、中谷雄二郎 ・ 判例解説平
成 7 年度195頁参照。












































































































































⑼　最決平24. 5. 10刑集66巻 7 号663頁、判時2160号144頁






























































タール刑訴法［ 2 版］ 9 巻785頁〔古田佑紀＝河村博〕）。
これに対し、高等裁判所がした控訴取下げによる訴訟終了宣言の決定に対す




















































定（法 4 条、 7 条）、審判の併合決定（ 5 条、 8 条）、同一事件の管轄競合の場
































特にその範囲につき、最決昭56. 7. 14刑集35巻 5 号497頁（刑訴判例百選［第
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ものと解される（東京高決昭52. 8. 31高刑集30巻 3 号399頁、条解刑訴法［ 4
版］199頁）。









とを許されると解すべきところ（最決昭29. 8. 5 刑集 8 巻 8 号1237頁、最決昭








最決昭29. 8. 5 刑集 8 巻 8 号1237頁は、「勾留理由開示の請求は、同一勾留に
ついては勾留の開始せられた当該裁判所において 1 回に限り許されるものと解
すべきである。」と判示して不適法としており、その後も同旨の判断が続いて




















「記録によれば、被告人は、平成 6 年 5 月 2 日神戸地方裁判所がした同月 6
日から勾留の期間を更新する旨の決定に対し、同月17日抗告を申し立てたとこ
ろ、同月24日大阪高等裁判所が右抗告を棄却したため、更に同月27日本件特別









































「被告人は、平成 7 年11月27日、大阪地方裁判所で、本案事件につき懲役 3
年及び罰金200万円の有罪判決の言渡しを受けたため、同月29日控訴したが、
平成 8 年 7 月17日、大阪高等裁判所で控訴棄却の判決を受け、同月18日上告
し、現在上告審において審理中であり、本案事件の裁判は未だ確定していない
ところ、被告人は、同年 9 月 2 日本件抗告を申し立てた（引用者注：被告人は
























も実益があるとして許すもの（東京高決昭29. 4. 1 判決特報40号60頁、東京高
決昭48. 10. 25東高刑時報24巻10号163頁）と、判決確定後は許されないとする










摘しているのであり、消極説のいうように刑訴規則91条 1 項 2 号等の解釈を根
拠にしているのではない。本論点については、積極説が相当であろう。


























外 ・ 注釈少年法［ 3 版］438頁参照）。
少年審判規則24条の 3 は、次のように規定している。






































































































































先に最高裁判例（最決平7. 4. 12刑集49巻 4 号609頁（前出 4 、同判例解説参
照）が示したように、決定がされたと解する余地があるとしても、不適法とす
べきである。










法429条 1 項 3 号の「鑑定のため留置を命ずる裁判」は、捜査機関から請求
を受けた裁判官（224条）、証拠保全を受けた裁判官（179条）、受託裁判官
（171条、163条、169条ただし書）及び第 1 回公判期日前に裁判官（280条）の













勾留に関する規定も原則準用される（田宮裕外 ・ 注釈少年法［ 3 版］149頁）。
なお、家庭裁判所がした鑑定留置の裁判に対する不服申立ては、準抗告では
なく抗告によるべきであるとされている。（東京高決平16. 8. 16家裁月報58巻



























































































393条（事実の取調べ）に関して、最決昭59. 9. 20刑集38巻 9 号2810頁は、「控



































　東京高決平20. 12. 26東高刑時報59巻 1 =12号130頁
































































































































































































































































































本件は、連続 ・ 準強姦（未遂）被告事件について、保釈を認めた第 1 審裁判
所の決定を抗告審が取り消したことから、特別抗告された事件であり、特別抗
告審が原決定を取り消し、保釈を許可した原々決定を是認した事案である。















































（最決昭35. 6. 1 裁判集刑事131号 1 頁）、控訴の取下げにより訴訟が終了した
旨宣言した高等裁判所の決定に対する異議申立てを認めたもの（最決昭61. 6. 






















　札幌地決平3. 5. 5 判タ756号270頁
「本件準抗告の申立は、被疑者甲野一郎に対する猥褻図画販売目的所持被疑














































































思われる（川口政明 ・ 判例解説平成 5 年度27頁）。
なお、最決昭46. 6. 14刑集25巻 4 号565頁は、勾留理由開示請求却下の裁判
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ず、その代わりに再度の考案の制度（ 5 条 3 項）を設けていることからする
と、文理解釈上、少年補償決定に対し上訴を認めることはできないと解される
（平木正洋 ・ 判例解説平成13年度245頁245頁）。



















































































































































































































張されているが、最決平4. 12. 14刑集46巻 9 号675頁は、「弁護人選任の効力
は、判決宣告によって失われるものではない。」と判示し、判例が①説を採ら
ないことが明らかとなったが、②ないし④説のいずれを採るかは明らかでない。
　最決平21. 9. 29刑集63巻 7 号919頁、判時2065号161頁
再審請求人により選任された弁護人が再審請求がされた事件の保管記録の閲















刑事確定訴訟記録法 4 条 2 項は、その本文において、政治犯罪などの憲法上

































　最決平24. 6. 28刑集66巻 7 号686頁、判時2158号144頁
刑事確定訴訟記録法に基づく判決書の閲覧請求を不許可とした保管検察官の






























の間の民事裁判において、その内容が明らかにされるおそれがあり、法 4 条 2




























　最決平27. 10. 27刑集69巻 7 号787頁、判タ1419号81頁

























「本件抗告の趣意のうち、刑事確定訴訟記録法（以下「法」という。） 4 条 1
項ただし書、刑訴法53条 1 項ただし書が憲法21条、82条に違反するという点
は、憲法の上記各規定が刑事確定訴訟記録の閲覧を権利として要求できること
までを認めたものでないことは、当裁判所の判例（平成元年 3 月 8 日大法廷判
決 ・ 民集43巻 2 号89頁）の趣旨に徴して明らかであるから（同 2 年 2 月16日第
三小法廷決定 ・ 裁判集刑事254号113頁参照）、所論は理由がなく、その余は、
憲法違反をいう点を含め、実質は単なる法令違反の主張であって、法 8 条 2
項、刑訴法433条の抗告理由に当たらない。




































法［ 2 版］603頁〔中山善房〕、注釈刑訴法［ 3 版］ 1 巻611頁〔香城敏麿＝井
上弘通〕参照）。
本決定は、上記の立案担当者の解説を始めとする通説的見解及び下級審の安
定した裁判例と同じ結論を採ったものである。
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